






























































































































生業 ・家業 の論理 ・理念を検討するうえで、三戸公教授は、「家（イエ）」の問題を中心に 日本的
経営論を展開する（9)。三戸公教授は、間宏教授、津田真激教授におけ る「家の論理」、「家制度」と関
連された日本的経営論の批判・検討を通 じて、独自の日本的経営論を展開する。 ここでは、三戸 公
教授の「家（イエ）」の論理についての具体的展開は割愛するが、結論的には、三戸公教授の主張と
しては、経営体としての家の論理を主 張されてい るということである。三戸公教授に よれば、「この
家の論理は、現代日本 の企業の論理 として、そのまま生きて機能してい る。」(10）ことになる。
（3）「企業」の論理と理念





い うものが存在する。 前近代におけ る生業・家業とは、主体者 の企業者活動の面で基本的に異なっ
ている。企業は資本主義社会を支える制度として存 続し、企業を担う企業者は企業そのものを近代
化し、そ れを維持・発展 させる企業者職能を有している。
企業 者と資本家 とは別物であり、基本的概念は明確に区別 されなければならない。企業者の概念
はすでに述べた ように企業活動を営む機能的側面をみたものであ り、資本家の概念は資本主義社会
を支配する所有者 の側面をみたものであるとい うことができる。「企業」の段階においては、われわ
れは、企業者 と資本家とが一体的関係の状態にあ るという特徴を見いだすのであ る。なお、通常、





























































3 ．日 本 の 多国 籍 企 業 の実 態 と そ の 役 割
（1）多国籍企業の経営体制論上の位置
多国籍企業（multinationalenterprises ）に対する企業体制論的研究は、われわ れがすでにみてき






現象 としてみることができる。日本型多国籍企業 の経営実践は巨大会社のみなら ず中・小会社にお































































































































































































































































































































































































































































































小椋康宏［企業体制と国際的経営者一 日本経営学 の成立- ］（小椋康宏、堀彰三編『比較経営学』中央
経済社、昭和62 年、77 ～95 ページ。）
（4）mm 主体とは経営主体（経営体）との対応関係つまり「対境関係」のなかで重要な意味を もつ。 具体的には、
環境主体は経営体と関係をもつ利害者集団（interestgroups ）あるいはステ ークホールダー（stakeholders）
を意味し、それら の現代的展開において、経営体と環境主体との経営システムが精緻化されることになる。
（5）山城章、『経営原論』丸善、昭和45 年、183 －233 ページ。
（6）「生業・家業」的特色は日本企業の大・中・小規模のいずれであっても見られるものであ り、日本の経営
の特徴の一面を表わしている。
（7）山城章、注（1 ）前掲書48 －51 ページ。










会 の近代化分析』東洋大学創立100 周年記念論文集、東洋大学1987 年、259 －316 ページ。)(12)
山城章、注(1) 前掲書48 －51 ペ ージ。(13)
山城章、注(1) 前掲書49 ページ。(14)
山城章 『経営原論』136 －U9 ページ。(15)J,A.
シ ュンペーター著( 塩野谷祐一、中山伊知郎、東畑精一訳)r 経済発展の理論』岩波書店、1937 年。(16)
山城章、注(13) 前掲書201 －207 ページ。(17)
視点は異なるが、次の文献にケース紹介があり参考となる。
上野明『多国籍企業 の経営学 世界の中の日本企業への道』有斐閣199 〔〕年。


















小椋康宏、「多国籍企業 の投資行動一 投資決定基準の変革」( 菅野康雄編著『企業 発展と現代経営』の内102




年12 月7 日受 理)
